
４ 外食産業の現状

○ 単身世帯の増加、女性の雇用者の増加等社会情勢の変化の中で、食に関して簡便化志向の高まりや外部化が進行。
○ 外食産業は、個人経営が総店舗数の５分の３を占め、法人形態であっても資本金１，０００万円未満のものが４分の３を
占めるなど、中小・零細な事業者が多い。従業員についても、約２９０万人の大きな雇用機会を創出しているものの、常勤
雇用者に占めるパート、アルバイトの割合が高い。

○ 外食率、食の外部化率の推移
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○ 外食産業（飲食店）の経営組織別
事業所数の比率（平成１８年）

資料：総務省「事業所・企業統計」

○ 外食産業における法人の資本
別割合（平成１８年）

67,203社

500万円未満

62%

1,000～3,000万円

21%

500～1,000万円

14%

3,000～5,000万円

2%

5,000万円以上
1%

資料：総務省「事業所・企業統計」

○ 事業所数、従業員数等の推移

平成１３
年

平成１６
年

平成１８
年

事業所数
（ケ所） 442,883 419,663 415,449

従業員数
（千人） 2,929 2,777 2,870

○ 常勤雇用者に占める正社員・正
職員以外の割合（平成１８年）

製造業 ２２．２％

卸・小売業 ４７．３％

飲食店・宿泊業 ７１．４％

一般飲食店 ７６．９％

ハンバーガー店 ９３．３％

資料：総務省「事業所・企業統計」

資料：総務省「事業所・企業統計」

資料：（財）外食産業総合調査研究センターによる推計。
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５ 食品関連産業の現状

○ 食品製造業は、物流のほか、製造用機械、容器など食品の製造に必要な資材等を提供する裾野産業に支えられている。
従前より、高い物流コストや過剰包装等が問題。

○ 食品機械の輸出入実績推移
○ 売上高物流コスト比率（業種小分類別）
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（資料：財団法人日本包装技術協会）

資料：社団法人日本食品機械工業会 ○ 物流コスト削減策

注：回答企業数１９６社
資料：2009年度物流コスト調査報告書（社団法人日本ロジステックスシステム協会）

●製造業

食品（要冷）

石鹸・洗剤・塗料

食品（常温）

繊維

化粧品

電気製品

医薬品

●卸売業

卸売業（繊維衣料品系）

卸売業（日用雑貨系）

卸売業(食品飲料系）

その他卸売業

卸売業（機器系）

卸売業（総合商社）

●小売業

小売業（通販）

小売業（生協）

小売業（コンビニエンスストア）

その他小売業

●その他

建設

●在庫削減・ＳＣＭ

在庫削減

アイテム数の整理

●物流システム／ネットワークの見直し

物流拠点の見直し（廃止・統合・新設）

直送化

輸配送の共同化

●商品設計・包装の見直し

包装容器の再使用、通い箱の利用等

包装の簡素化・変更

●物流オペレーションの改善／保管・仕分け等

保管の効率化

●物流オペレーションの改善／輸配送

積載率の向上(混載化、帰り便の利用等）

輸配送経路の見直し

（％）



○ 農家世帯員、農業就業人口、基幹的農業従事者数等の動
向（販売農家）

資料：農林水産省「農林業センサス」

○ 農業従事者の減少や高齢化による国内農業生産力の低下により、国産志向等多様な消費者ニーズに対応できないおそれ。
○ 人口の増加や途上国の経済発展、バイオ燃料等非食用の需要増大、地球規模の気候変動の影響等により、原料農産物の
国際価格の上昇が見込まれるとともに、原料産地が限定される産品等に調達の懸念。

６ 食品産業を巡る環境変化

（１） 国内外の原料の調達リスクの高まり

○ 主要農産物の国際価格の動向と見通し

○ 中国の経済発展による食料需要の増大

１７

（直近価格）（注）
大豆：347.7 ドル
小麦：161.9 ドル
とうもろこし：137.6 ドル
（6/11時点）
米：469.0 ドル



（参考）
○ コーヒー豆の国際市場価格及び世界の生産量の推移
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○ ニューヨーク粗糖現物相場の推移

資料：独立行政法人農畜産業振興機構ＨＰ

○バター、脱脂粉乳の国際価格の推移

バター（欧州）

資料）USDA 「International Dairy News」
注）西ﾖｰﾛｯﾊﾟ又はｵｾｱﾆｱ積出港のFOB価格でいずれも当該月の高値と安値の単純平均。

資料：国際コーヒー機関

資料：INTERNATIONAL COCOA ORGANIZEATION HP

○ カカオの国際市場価格の推移

（直近価格）
平均15.8 ｾﾝﾄ/ﾎﾟﾝﾄﾞ
（6/10時点）

（直近価格）〔バター〕
欧州：平均4,412US$/ﾄﾝ
オセアニア：平均4,050US$/ﾄﾝ
（6/11時点） （直近価格）

平均2,961 US$/ﾄﾝ
（6/11時点）

（直近価格）
平均133.78ｾﾝﾄ/ﾎﾟﾝﾄﾞ
（6/11時点）

（直近価格）〔脱脂粉乳〕
欧州：平均2,912US$/ﾄﾝ オセアニア：平均3,200US$/ﾄﾝ （6/11時点）



○ 人口減、高齢化等によりこれまで食品産業が基盤としてきた国内市場が縮小が見込まれる。しかしながら、高齢者になる
に従ってエンゲル係数は上昇する傾向。
○ また、一世帯当たりの人員減少に伴う世帯数の増加等により、商品の少量化や小口化が進む等消費構造も変化。

（２） 国内市場の構造変化への新たな対応の必要性①

資料：2005までは総務省統計局「国勢調査」、2010以降は国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）中位推計」

○ 我が国の人口の推移

○ 世帯数と１世帯当たり人員の推移
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○ 世帯主の年齢階層別食費支出額（年額）

○ 世帯主の年齢階層別消費支出に占める食費支出の割合

資料：
総務省
「家計調査」
（平成20年）



○買い物環境の現状

○ 高齢者を中心に食料品購入や飲食のアクセス機会が確保できない事態の顕在化。
○ 関係省庁においても、これらの事態を解決するための調査・検討に着手。

２０

（２） 国内市場の構造変化への新たな対応の必要性②

○関係省庁の動き

農林水産省
・ 平成22年度に農林水産政策研究所において、総合食料局の協力を得ながら、高齢化等の進展の下での消費者の食料品へのアクセスに
関する現状及び今後のあり方に関する調査研究に着手

経済産業省
・ 平成21年11月から「地域生活インフラを支える流通のあり方研究会」 を開催し、22年5月に報告書を公表
・ 報告書では、官民連携ガイドラインの策定を提案するとともに、地方公共団体、民間事業者及びNPO向けに多様な活動を提言



（参考） 「買い物難民」に関するマスコミの主な報道例

○ 読売新聞

・ 読者の反響 「世の中から取り残される」 （2009
年6月27日）

⑧山間部生協宅配が命綱 （6月12日）

⑦山間部生協宅配が命綱 （6月11日）

⑥生鮮食品 入手しづらく （6月10日）
⑤団地住民、自ら青空市 （6月6日）
④高齢者の代わりに お使いへ （6月5日）
③免許返納 自転車が足 （6月4日）
②ニュータウンのスーパー閉店 （6月3日）
①大型店も撤退 高齢者悲鳴 （6月2日）

・ 連載「生活ドキュメント 買い物難民」

○ 毎日新聞

買い物弱者：全国600万人 路線バス廃止、相次ぐ
閉店で （2010年5月13日）

○ 日経ＭＪ（流通新聞）

未来拓く店―高齢者対応、売り場に易しさを、「買い物
難民」救う店に商機 （2010年1月1日）

【地方紙】

○ 京都新聞

商店、ピークから4万超減 買い物難民対策が急務に
（2009年9月30日）

○ 山陽新聞

消費不振で新規出店の減少率最大 「買い物難
民」増加も （2009年7月7日）

○ 神戸新聞

買い物難民／過疎地だけの問題でない （2010年
5月20日）

○ 山梨日日新聞
過疎地やニュータウンで「買い物難民」が生まれ

ていた… （2010年5月19日）

○ 信濃毎日新聞

買い物難民 あの手この手の知恵で （2010年5月
19日）

２１



○ 優越的地位の濫用行為等を課徴金の適用範囲に追加する改正独占禁止法が本年１月１日から施行されているが、大規
模小売業者による優越的地位の濫用行為については、依然として協賛金やセンターフィー、従業員派遣等、多くの改善すべ
き課題が存在。

○ （財）食品産業センターが行った平成２１年度の調査においても、「こうした課題の改善は進んでいないことに加え、過度の
情報開示の要求などの新たな課題が顕在化している」との結果。

２２

（２）Ｂ社（平成２１年６月）
独占禁止法第19条（不公正な取引方法。第１４項〔優越的地位の濫用〕第４号に該当）の
規定違反。
Ｂ社のフランチャイズ・チェーンの加盟者が経営するコンビニエンスストアで廃棄された商
品の原価相当額の全額が、加盟者の負担となる仕組みの下で、推奨商品のうちデイ
リー商品に係る見切り販売を行おうとし、又は行っている加盟者に対し、見切り販売の取
りやめを余儀なくさせ、もって加盟者が自らの合理的な経営判断に基づいて、廃棄に係
るデイリー商品の原価相当額の負担を軽減する機会を失わせている。

（１）Ａ社（平成２０年６月）
独占禁止法第19条（大規模小売業者による納入業者との取引における特定の不公正な
取引方法。第２項、第７項及び第８項に該当）の規定違反納入業者に対し、
①店舗の開店及び閉店に際し、閉店に際して割引販売をすることとした商品及び
開店に際して最初に陳列する商品について、当該割引販売前の販売価格に100分の50 
を乗じる等の方法により算出した額をその納入価格から値引きさせていた。
②店舗の開店及び閉店に際し、その従業員等を自社の業務のための商品の陳列、補

充等の作業を行わせるために派遣させていた。
③店舗の開店に際し、事前に算出根拠、目的等について明確に説明することなく、「即

引き」と称して、開店に当たって納入させる特定の商品について、その納入価格を通常の
納入価格より低い価格とすることにより、通常の納入価格との差額に相当する経済上の
利益を提供させていた。
④店舗の開店に際し，事前に算出根拠，目的等について明確に説明することなく、「協

賛金」と称して、金銭の負担をさせていた。

○ 最近の独禁法違反事件の事例（食品産業関係）

資料：公正取引委員会ＨＰから抜粋

（２） 国内市場の構造変化への新たな対応の必要性③
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○ 納入業者が受けた不当な行為・要請の内容（複数回答）

資料：公正取引委員会「大規模小売業者と納入業者との取引に関する実態調査報
告書」（平成22年5月）

（注） 平成20年9月から平成21年8月にかけて行った書面調査結果（回答数1,603）

○ 不当な行為又は要請があると回答があった行為の業態別状況


